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ＩＷＣバーチャル特別会合（２０２１年９⽉）報告 
真⽥康弘（早稲⽥⼤学地域・地域間研究機構） 

 

はじめに 

 
2021年 9⽉ 8⽇から 10⽇にかけ、IWCの特別会合が

バーチャル形式で開催された。新型コロナウイルスの

影響で 2018年以降 IWC隔年会合は開催されておらず、

2022 年 10 ⽉に対⾯形式での開催が予定されている。

今回の特別会合は、この正規の隔年会合までのつなぎ

の予算を採択すること、及び各種下部委員会からの報

告を受けることのみが内容となっている。なお、この

会議は IWCの Youtubeチャンネルから誰でも視聴する

ことが可能である。本⼩稿ではこの会合で特に気にな

った部分を取り上げてみたい。 

 

1. ⽬⽴つ投票権を失った捕鯨⽀持国 

 

会議には 88 カ国の締約国のうち 58 カ国、5 つの国

際機関、24の⾮政府組織、そして 

⾮加盟のオブザーバー国として⽇本が参加した。参

加加盟国のうち反捕鯨国は 35 か国、捕鯨⽀持国は 23

か国である。定⾜数は過半数であるため、これを全加

盟国の半数としても 45か国であることから、会議は無 

 

 

事定⾜数を満たす形で開催された。 

今回の会議で⽬⽴ったのは分担⾦未納で投票権停⽌

状態になっている国が多数に上った点である（表１参

照）。反捕鯨の⽴場を鮮明にする中南⽶諸国により構成

される「ブエノスアイレス・グループ」の⼀員であるブ

ラジルやチリなど、出席した反捕鯨国のうち 4 か国が

投票権停⽌のまま会議に臨んだが、捕鯨⽀持国は参加

23か国のうち実に 10か国が投票権停⽌となっている。

投票権を有する参加国は 44か国で、うち反捕鯨国は 31

か国なので、法的拘束⼒がある附表の修正を通過させ

るのに必要な 4分の 3を上回る 33か国にあと⼀歩であ

る。 

この他、会議開催当初投票権停⽌だったパラオが分

担⾦を納付し会期中に投票権を復活させたが、反捕鯨

国が設⽴し⽇本などの捕鯨⽀持国が参加を拒否してい

た「保全委員会(Conservation Committee)」の議題の下で、

「⾃分は今回この会議に初めて参加したが、保全委員

会の作業は極めて有益だ」と評価する発⾔をしたのが

⽬を引いた。今回は投票を⾏わなかったことからよく

わからないのだが、ひょっとすると捕鯨⽀持から⽴場

捕鯨⽀持国：２３か国（１０か国投票権
停⽌） 

反捕鯨国：３５か国（４か国投票権停⽌） 

アンティグア・バーブーダ、ベナン、カ
ンボジア、カメルーン、デンマーク、コ
ートジボワール、ガンビア、ガーナ、グ
レナダ、ギニア、ギニアビサウ、アイス
ランド、韓国、マリ、モーリタニア、モロ
ッコ、ノルウェー、パラオ、ロシア、セネ
ガル、セントルシア、スリナム、トーゴ 

アルゼンチン、オーストラリア、オーストリア、
ベルギー、ブラジル、ブルガリア、チリ、コロン
ビア、コスタリカ、クロアチア、キプロス、チェ
コ、ドミニカ共和国、エストニア、フィンラン
ド、フランス、ドイツ、イスラエル、イタリア、
リトアニア、メキシコ、モナコ、オランダ、ニュ
ージーランド、ニカラグア、ペルー、ポーラン
ド、ポルトガル、サンマリノ、スロベニア、スペ
イン、スウェーデン、スイス、英国、⽶国 

 

表１：会議出席国（下線がある国は投票権停⽌） 



 13 

を変更した可能性がある。 

 

2. 捕鯨⽀持国としてのアンティグア・バーブーダの

「孤軍奮闘」 

  

こうして IWCのなかで捕鯨⽀持国の存在感がますま

す薄れてゆく中で、加盟国として「孤軍奮闘」したのが

アンティグア・バーブーダだ。同国のダヴェン・ジョセ

フ(Daven Joseph)代表は IWC やワシントン条約に⻑く

参加し、饒⾆かつアジテーショナルに捕鯨を⽀持する

⽴場を熱弁することで会議関係者には「DJ（彼の⽒名

の頭⽂字から）」の名前で広く知られている。2019年に

は、「⾸相府開発担当⼤使として、⽇本のＯＤＡ実施に

深く関わり、⽇本・アンティグア・バーブーダ間の関係

強化に寄与」したことや IWC 代表として「⽇本が国際

的パートナーの国々と共に⽀持してきた海洋⽣物資源

の持続可能な利⽤促進に⼤きく貢献」したことによっ

て旭⽇中綬章にも叙せられている4。今回のバーチャル

会合でも他の捕鯨⽀持加盟国がほとんど発⾔をしない

なか、その存在感がひときわ際⽴った。 

 今回のバーチャル会合の最も重要な議題は、来年に

開催される本会議までの「つなぎ」の予算を採択する

ことだったのだが、ジョセフ代表は「新型コロナの影

響で、多くの国が財政的に困難な状況に陥っている。

このため、⾃分の国も含めて IWC の分担⾦が払えず、

投票権停⽌となっている。こうした例外的な状況にお

ける投票権に関するルールを策定すべきだ。それまで

は投票で物事を決定すべきでない」と頑強に主張した。

オーストラリア代表も「私の知るなかでは、IWCの予

算が投票に付されたことはないと思う」と発⾔してい

たのだが、予算が投票に付されたことは IWCの歴史の

中でほぼ（あるいは全く）ない。アンティグア・バーブ

ーダの発⾔はこれを意識した戦術だったのかもしれな

い。 

 これに対して、ジョゼフ⽒同様 IWCに⻑年にわたり

 
4 在トリニダード・トバゴ⽇本⼤使館「令和元年秋の
外国⼈叙勲 ジョセフ・アンティグア・バーブーダ⾸

反捕鯨国として参加している「レジェンド代表」のモ

ナコのブリアン(Briand)教授より、「議事⼿続規則に従

い投票で決着させろ」と⽰唆する発⾔もされたが（附

表の修正ではない場合、単純過半数が可決要件となる）、

可能な限りコンセンサスでまとめようと議⻑やその他

ほとんどの出席加盟国が望んだ結果、「次回の本会議開

催までに下部委員会で緊急事態における議決権に関す

る代替ルールを検討するとともに次回の本会議で最初

の議題として審議し、この問題が次回の本会議で決定

を⾏うために提起されるまでは、いかなる投票も⾏わ

ない(not to hold any votes until this matter is brought for 

resolution before the Commission)」との合意の下、2022

年のつなぎ予算がコンセンサスで承認された。 

 アンティグア・バーブーダのジョセフ代表は、この

他加盟国や NGOの⾃発的拠出に基づき IWCの下で実

施される種々のプログラムについても、「我々の機関を

腐敗させる(corrupt)可能性がある」と⼒説し、こうした

⾃発的拠出を管理するため厳格な規制を⾏うべきだと

主張した。次節で述べる IWCの財政状況の悪化も併せ、

IWC では加盟国や NGO からの⾃発的拠出の⽐重が相

対的に増してきている。こうした加盟国や NGOは鯨類

の保全に対して関⼼を有しており、したがって保全委

員会や科学委委員会の鯨類の保全に関するプログラム

に拠出を⾏っている。こうしたトレンドに⾜枷をはめ

たいという意向がアンティグア・バーブーダの発⾔の

背景にあるのだろう。 

 

3. 2026 年に財政破綻？：IWC の財務状況改善の
ための⽅策 

 

 IWC 決議に基づく作業の拡⼤や加盟国の分担⾦滞納

の増加により、IWCの財政はひっ迫している。このた

め、IWCは「レッドハウス」と呼称されるケンブリッ

ジに所在する事務局建物の売却をする旨決定するなど

しているが、根本的な解決策とはなっていない。この

相府開発担当⼤使」、2019年 11⽉ 3⽇。
https://www.tt.emb-japan.go.jp/files/000536271.pdf 
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ため財政の⽴て直しを検討すべく予算⼩委員会が設置

され、本バーチャル会合で同⼩委員会議⻑（オースト

ラリア）が進捗状況を報告したが、このまま⾚字が継

続すると 2026 年には IWC の⼿持ちの現⾦が枯渇する

との内容であった。2015 年時点⽇本は加盟国総額

1,637,951 ボンドのうちの約 8%の 132,341 ポンドの分

担⾦を⽀払っており5、⽇本の脱退は各国の分担⾦滞納

増加と併せて IWCの財政状況の悪化の⼀因ともなって

いるといえよう。 

 こうした事態を⽴て直す⼀案として予算⼩委員会で

提⽰されているのが、分担⾦の 8〜10％の増額に加え

て、インフレ分として以後毎年 2％分担⾦を増額する

というオプションである6。このような規模の増額をし

なければ、財政の均衡を図るため IWCの現在の作業を

⼤幅に削る必要がでてくるとの⾒通しである。この他、

現在毎年開催されている科学委員会の隔年開催への移

⾏や、科学委員会を対⾯式とバーチャルを組み合わせ

て開催すること、その他の委員会に関してもバーチャ

ル会合を活⽤すること、等が予算⼩委員会よりオプシ

 
5 IWC, “Summary of the Financial Contributions 
Calculation,” 2015. Available at https://iwc.int/iwcfinancing 
6 IWC Budgetary Sub-committee, “Balancing the 

ョンとして提⽰されている。 

 

4. IWC の組織改編 

 

 上記の財務状況の改善のためにも資するものとして、

IWCでは組織効率の改善を検討するための作業部会が

設置されており、バーチャル会合に報告書が提出され

るとともに作業部会議⻑より進捗状況等が報告された。 

 ここで提案されているのが、各種下部委員会の組織

改編である（図 1）。現在本委員会の下に、①財政⾏政

委員会(Finance & Administration Committee)、②科学委員

会 (Scientific Committee)、③保全委員会 (Conservation 

Committee)、④先住⺠⽣存捕鯨⼩委員会、⑤違反審査⼩

委員会、⑥捕殺⽅法及び動物福祉作業部会、⑦技術委

員会(Technical Committee)、が設けられているが、技術

委員会は⻑らく開催されておらず、IWCの下では商業

捕鯨が認められていないため、IWCの作業も保全関係

のものが多くを占めるようになりつつある。このため、

技術委員会、先住⺠⽣存捕鯨⼩委員会、違反審査⼩委

Commission’s Budget: Discussion Groups Process and 
Outcomes,” June 2021, VSM/2109/3.2.4/01. 

図１：IWC 組織再編案。IWC, “Working Group on Operational Effectiveness Governance Reform Papers 1 and 2 for 

Consideration at IWC68: Potential Reforms to Commission Meeting Structure and Meeting Operations Potential “Low-

Hanging Fruit” Items,” Feb. 3, 2021, p. 10. 
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員会を廃⽌し、新たに「管 理委員会 (Management 

Committee)」を設置するという案が提⽰されている。改

めに設置される管理委員会は先週⺠⽣存捕鯨⼩委員会

や違反審査⼩委員会の機能を吸収し、先住⺠⽣存捕鯨

の管理を⾏うとともに、ホエールウォッチングなど鯨

類の⾮致死的利⽤に関する管理問題も扱うものとして

いる。また動物福祉問題は保全委員会と管理委員会の

双⽅に関係してくるため、同問題を扱う作業部会は両

⼩委員会の下に設けられることが想定されている。 

 

5. 鯨類の保全が主たる議題化する IWC 

 

 上記の組織改編案からも伺えるように、今後の IWC

における主たる作業と議題は、①科学委員会の下で実

施される鯨類の科学調査、②保全委員会の下で⾏われ

る各種のプログラムと作業（混獲、船舶との衝突、⽔中

騒⾳の緩和、ホエールウォッチング業界へのガイダン

ス、保全管理計画(Conservation and Management Plan)の

策定など）、③先住⺠⽣存捕鯨の管理となることが想定

される。先住⺠⽣存捕鯨の枠の改定は 2024年に予定さ

れており、以降は 6 年ごとの更新されることとなる。

しかし枠の変更がなければ⾃動的に更新されることか

ら、いよいよ IWCの作業の中⼼は保全関係のアジェン

ダへとシフトしてゆくであろう。 

 

6. 存在感の低下否めない⽇本 

 

 IWCから脱退した⽇本は、今回はオブザーバーとし

て出席している。会議では捕鯨⽀持国として唯⼀活発

だったアンティグア・バーブーダの⽴場を⽀持する発

⾔を繰り返し、投票権の問題においても、「この問題が

次回の本会議で決定を⾏うために提起される(brought 

for resolution)までは、いかなる投票も⾏わない」との合

意案に関しても、「これでは単にこの問題を審議するだ

けでよいことになってしまうではないか、商業捕鯨再

開のための交渉でも、単に審議するだけで決定が先延

ばしにされるばかりだったではないか」と反対論を主

張した。 

 しかし、加盟国ではない⽇本はそもそも投票権がな

く、したがってコンセンサスをブロックすることはで

きない。また、オブザーバーの発⾔は原則として全て

の加盟国の発⾔が終わった後にのみ許されるため、審

議に与える影響も加盟国であるときと⽐べて⼩さいと

⾔わざるを得ない。今後もこの趨勢は続いてゆくこと

になるのだろう。 

 

7. IWC と⽇本の今後：結びに代えて 

 

 ⽇本は IWCから脱退したものの、今後もオブザーバ

ーとして参加し続ける予定である。⽇本も批准する国

連海洋法条約は第 65 条で「鯨類については、その保存、

管理及び研究のために適当な国際機関を通じて活動す

る」ことを定めていることから、オブザーバーとして

参加することを通じて、海洋法条約の義務を果たして

いると主張したいからである。しかしオブザーバーの

参加要件は過半数により改正が可能な議事⼿続規則に

定められていることから、反捕鯨国側がこれを改正し

て⽇本をオブザーバーから追い出してしまうというと

いうことも理論的には考えられなくもない。当然のこ

とながら、⼀部の反捕鯨国や NGOはこのオプションの

存在を知っているであろう。 

 但し、このようなオプションが実⾏に移されること

は、少なくとも短期的にみるとないのではないかと思

われる。現在捕鯨問題には毎年約 50億円の税⾦が投⼊

されているが、この問題を主管する⽔産庁は補助⾦の

交付は無限に続くわけではないとして、捕鯨会社に⾃

⽴を促している。⽇本の捕鯨業が放っておいても先細

りであることは IWCに参加する環境 NGOにも知られ

ているであろう。そのようななか、敢えて IWCから叩

き出して息の根を⽌めてしまうという選択は取らない

のではないかと想像されるからである。 

 むしろ、IWCに参加し続けたいという⽇本側の考え

を逆⼿にとって、参加する代償として多額の参加費⽤

を徴収しようという作戦に出てくることも考えられる。
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現在 NGO オブザーバーの参加費は 628 ポンド（約

96,500 円）からであるのに対して政府オブザーバーの

会議参加費は 1 ⼈当たり 800 ポンド（約 122,500 円）

であり、このことを挙げて環境 NGOを代表して発⾔し

た Animal Welfare Institute(AWI)は「オブザーバー国の参

加費⽤を⼤幅に引き上げるべきだ」と発⾔している。

NGO が加盟各国にこれを実現するために働きかける

ことが予想されよう。 

 捕鯨⽀持国が滞納により投票権を停⽌される中、

2022年に開催が予定される次回の IWC隔年会合では、

反捕鯨国がますます優勢となることが予想される。本

稿で⾔及したとおり、現在多数の国が分担⾦を滞納し

投票権停⽌となっている。IWCの分担⾦は、①直近の

IWC隔年会合に参加した代表団の⼈数、②捕鯨活動、

及び③各国政府の⽀払能⼒、により算出される。した

がって会議に⽋席し、いかなる捕鯨操業も⾏っていな

いガンビアの 2020年の分担⾦は 4,469 ポンド（約 70万

円）、同様に会議に⽋席し捕鯨を⾏っていない中国は

8,045 ポンド（約 124万円）であるのに、会議に出席し

ているアンティグア・バーブーダは 12,067 ポンド（約

186万円）となるなど、単に各国の経済規模だけ反映し

たものとはなっていない。また、2020年時点における

⼀国としての分担⾦最⼤拠出額は⽶国の 94,686 ポンド

（約 1,460万円）と、国連における分担⾦⽐率ほど先進

国と途上国の間に甚だしい相違があるわけではない7。

こうしたなか、⾃国にとり何ら経済的利害関係のない

IWCに、何らかの外部的な⽀援がない限り、今後も分

担⾦を⽀払い出席する捕鯨⽀持国はますます少なくな

ってしまうのではないかと思われる。とするならば、

反捕鯨国が⼀貫して提案してきた南⼤⻄洋サンクチュ

アリ（鯨類保護区）の可決に必要な 4分の 3を上回る

票を反捕鯨国が獲得する可能性は⾼まってゆくのでは

ないかと考えられる。 

 他⽅⽇本に⽬を転じると、⽇本唯⼀の沖合で操業す

る⼤型捕鯨業者である共同船舶は、この 12⽉に⽼朽化

した捕鯨⺟船⽇新丸の代船建造と 2024 年の就航を発

表している。国からの補助⾦はついに出ることなく、

60億円の建造費⽤は⾃前で調達することとなる。共同

船舶の所英樹社⻑に就任した 2020 年当時、「政府内部

から「2024年に捕獲枠を更新し、イワシ鯨で現状⽐倍

増の 50 頭、現状枠のないナガス鯨も 18 頭」を獲れそ

う」との⾒⽴てを聞いた」ので、この枠拡⼤を前提に

「⺟船の建造費を補助⾦に頼らず⾃社調達する計画も

考えた」とのことだが、枠の拡⼤についての「国の態度

がはっきりしない」どころか、現在の「⺟船式捕鯨の廃

⽌・基地式捕鯨へのシフト」を政府から促されたとイ

ンタビューで述べている8。⽔産庁が共同船舶を半ば⾒

捨てたかのような発⾔であり、極めて興味深い。 

 所社⻑は上記のインタビューで「枠拡⼤がなされな

ければ先の（新捕鯨⺟船の⾃社調達の）計画は根底か

ら崩れ、市場規模も鯨業界も守れなくなる」とも述べ

ている。IWCからの脱退により商業捕鯨の再開は果た

したものの、その前途は極めて多難と⾔えそうである。 

 

 

 

 

 
7 IWC, “Summary of the 2020 Financial Contributions Calculation.” 
8 みなと新聞 2021 年 12 ⽉ 13 ⽇「共同船舶所英樹社⻑ 

 
に聞く」 


